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令和５年度 宮城労働局 行政運営方針

第１ 宮城労働局行政運営の基本方針

１ 個人の主体的なキャリア形成を促進し、安心して挑戦できる労働市場の強化

産業構造が変化する中、個人がそれぞれの置かれた状況に応じて自律的・主体的にキャリアを

形成し、その能力を発揮できるための環境整備が求められている。その際、希望する労働者が成

長分野に円滑に労働移動するために必要なスキルアップの支援、在籍型出向等新たな経験を通じ

たキャリアアップや能力開発といった視点を加えていくことが重要である。

そのため、地域の人材ニーズを踏まえた訓練を促進するとともに、デジタル分野の訓練受講を

推奨し、デジタル分野におけるきめ細やかな再就職支援を進める。

ハローワークにおいても、オンライン対応を実施することで求職者のニーズに応じた柔軟な求

職活動を支援し、本人の希望やニーズに応じた再就職支援を進めていく。医療・介護・保育分野

等雇用吸収力の高い分野のマッチング支援を強化していく。

人材の有効活用という観点から、キャリアアップ・能力開発にも効果のある在籍型出向につい

ても、関係機関と連携をしながら支援していく。

さらに、地域における円滑な雇用対策の実施のため、地方公共団体と一層連携し、再就職等の

促進に向けた取組の支援を推進する。

２ 多様な人材の活躍促進

非正規雇用労働者、新規学卒者、就職氷河期世代、子育て中の女性、高齢者、障害者、外国人

労働者等すべての求職者について雇用の確保を図るため、積極的な求人開拓を実施するとともに、

求人の充足に向けては、求職者の動向やニーズを踏まえ、求人者に対し求人条件の緩和、雇入れ

助成金等の活用等の助言を実施する。

また、令和４年７月８日の制度改正により常用労働者数301人以上の事業主に義務付けられた、

女性活躍推進法に基づく男女の賃金の差異の情報公表が確実に行われるように履行確保を図る。

加えて、改正育児・介護休業法(「産後パパ育休制度」等)の内容を労使に対し周知し、男性の

育児休業の取得促進や育児休業を取得しやすい環境整備に向けて取り組む。不妊治療においても、

安心して休暇を取得できるよう事業主支援を行い、離職せずに働き続けられる職場づくりを推進

する。

さらに、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保に向けて、非正規雇用労働者の処遇改善や正

社員転換等を進めていく必要があるため、パートタイム・有期雇用労働法の履行確保を図るとと

もに、中小企業等の支援を行う。
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３ 誰もが働きやすい職場づくり

ウィズコロナ・ポストコロナの新しい働き方としてテレワークが広がる中、適切に労務管理を

行い安心して働くことができる「良質なテレワーク」の導入・実施を進めていく。フリーランス

についても労働関係法令等の適用を明確化した各ガイドラインを踏まえ、労働者が安心して働け

る環境を整備する。

職場におけるハラスメントは、労働者の尊厳を傷つける、あってはならないことであるため、

労働施策総合推進法等に基づく防止措置義務の履行確保を推進する。

４ 宮城県の更なる復興・発展のための必要な支援

宮城県は、「新・宮城の将来ビジョン」(計画期間 2021年度から2030年度までの10ヶ年)に基

づき、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響からの地域経済の回復を最優先に取り組

みつつ、東日本大震災からの復興の完了に向けた取組のほか、地域課題の解決や質の高い雇用の

創出に加え、県内中小企業のデジタル化の促進等により、地域経済の持続的な成長を目指し、取

組を進めている。

当局においては、引き続き、宮城県と一層の連携と協力を図り、県内の更なる復興、発展に向

けて行政を展開する。

５ 総合労働行政機関としての施策の推進

地域の中で総合労働行政機関として機能し、地域や県民からの期待に真に応えていくため、四

行政分野（労働基準、職業安定、雇用環境・均等、人材開発）がそれぞれの専門性を発揮しつつ、

関係機関と連携し、労働局、労働基準監督署及びハローワークが各種施策を総合的・一体的に運

営する。

具体的には、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえつつ、各種助成金等を活用した雇用の

維持・在籍型出向の取組への支援を実施するほか、デジタル化への対応、個々の態様に応じた就

職支援等多様な人材の活躍促進、ウィズコロナ・ポストコロナの新しい働き方が広がる中で、誰

もが働きやすい職場、柔軟かつ安全で健康に働くことができる環境整備等について、局内の各組

織が連携し、一体となって施策を進めていく。
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（２）雇用維持及び在籍型出向の取組の支援

雇用調整助成金による雇用維持への支援を着実に実行するほか、引き続き不正受給対策に取り組む。
また、在籍型出向は労働者の雇用維持に加え、人材の有効な活用を通じて企業の生産性の維持・向上や労働者

のスキルアップにも効果がある。在籍型出向により引き続き雇用維持を図りながら、経済の持続的成長の促進も
視野に入れ、労働移動を円滑に進める対策を講じる必要がある。

課 題

① 産業雇用安定助成金(雇用維持支援コース）に
よる、在籍型出向により雇用維持に取り組む事業
主支援を行う。

② 産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コー
ス）による、賃金上昇を伴う労働者のスキルアッ
プを在籍型出向により行う事業主支援を実施する。

③ 宮城県在籍型出向等支援協議会を開催し、地
域における出向の送出企業や受入企業の情報・開
拓に関すること、出向支援のノウハウ・好事例の
共有、各種出向支援策の共有等を行い、県内の関
係機関と連携して出向の効果的な実施を推進する。

④ 産業雇用安定センター等関係機関と連携し、
在籍型出向により労働者の雇用維持やスキルアッ
プを行う事業主へ支援を行う。

あ今後の取組 産業雇用安定助成金 出向計画受理状況
（令和４年12月３１日時点）

D E G I K L M N P R

D 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2
E 1 0 0 0 0 1 0 3 0 0 5
G 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3
I 0 0 0 1 0 0 0 3 0 0 4
L 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 3
M 0 4 0 3 1 3 25 20 0 8 64
N 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 10
P 0 0 0 0 0 0 10 0 4 0 14

R 1 0 0 0 0 0 0 2 0 27 30

3 5 3 4 2 4 35 40 4 35 135
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医療、福祉

サービス業（他に分類されないもの）

合計（人）

Ⅰ 個人の主体的なキャリア形成を促進し、安心して挑戦できる労働市場の強化
（１）地域のニーズに対応した職業訓練の推進及びデジタル分野における新たなスキル

の習得による円滑な再就職支援

第２ 宮城労働局における重点施策

社会全体のデジタル化を加速するため、デジタル人材の育成・確保が不可欠とされており、労働者や求職者
のデジタル技術の活用に関するスキルの向上を図るため、職業訓練におけるデジタル分野の重点化を推進する
必要がある。
また、地域における人材のニーズに沿った効果的な訓練が実施されるよう、宮城県及び独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構宮城支部宮城職業能力開発促進センター（ポリテクセンター宮城）と連携を図る必
要がある。

課 題

① 宮城県地域職業能力開発促進協議会において、地
域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定、訓練
修了者や当該修了者を採用した企業等のヒアリング
による訓練効果の把握・検証により、地域のニーズ
に対応した職業訓練コースの設定等を促進する。

② デジタル分野に係る職業訓練については、ＩＴ分
野やＷＥＢデザイン等の資格取得を目指すコースに
ついて、訓練実施機関に対する委託費等の上乗せ措
置等により、訓練コースの充実を図る。

③ ハローワークにおいては、デジタル分野に係る訓
練の受講を推奨し、受講につなげるとともに、訓練
開始前から訓練終了後までのきめ細かな個別・伴走
型支援により再就職の実現を図る。

④ 一社でも多くの企業や労働者の人材の育成・活性
化の支援をするため、人材開発支援助成金「人への
投資促進コース」及び「事業展開等リスキリング支
援コース」の更なる積極的な活用勧奨を図る。

あ今後の取組

実施機関 訓練区分 開講定員入校者数
定員充足

率
就職率

宮城県

委託訓練 717 602 84.0% 80.3%

うち介護・福
祉・保育分野

155 110 71.0% 87.2%

うちＩＴ・
ＯＡ分野

482 413 85.7% 78.5%

施設内訓練 30 14 46.7％ -%

宮城職業能力
開発促進ｾﾝﾀｰ
（ﾎﾟﾘﾃｸ宮

城）

施設内訓練 375 308 82.1% 84.2%

うち電気・
電子分野

140 131 93.6% 89.7%

うち居住分野 138 113 81.9% 78.0%

うち機械分野 97 64 66.0% 88.0%

○ 離職者訓練受講者の就職状況（令和４年10月末現在）
・受講者の修了3ヵ月後の目標就職率 【施設内訓練80%以上】【委託訓練75%以上】

※就職率は、令和4年6月末までに修了したコースの3ヵ月後の実績。



（３）賃金上昇を伴う労働移動の支援

労働移動の円滑化を進めるに当たって、労働移動に伴う経済的なリスクを可能な限り最小化することが重要
である。より高い賃金で新たに人を雇い入れる企業への支援等、人材の活性化を通じた賃金上昇の好循環を目
指した取り組みを進める必要がある。

課 題

あ今後の取組 転職者の労働条件（賃金）の変化

40.2

36.1

22.2

39.0 40.1

20.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

増加 減少 変化なし

平成27年 令和2年

※ 資料出所：厚生労働省令和２年度「転職者実績調査」
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① 就職困難者の賃上げを伴う労働移動等の推進
就職困難者（母子家庭の母や就職氷河期世代の

者等）を雇い入れ、人材育成を行った上で、雇い入
れ時よりも５％以上賃金引き上げを行う事業主に対
して高額助成を行う「特定求職者雇用開発助成金
（成長分野等人材確保・育成コース）」について、
周知・広報を行い活用促進を図る。

② 賃金上昇を伴う労働移動の支援
前職よりも５％以上賃金上昇させた場合に上乗

せ助成を行う「労働移動支援助成金（早期雇入れ支
援コース）」や、中高年齢者を一定以上雇い入れ、
前職よりも５％以上賃金上昇させた事業主に助成す
る「中途採用等支援助成金（中途採用拡大コー
ス）」について、周知・広報を行い活用促進を図る。

③ 就職困難者のデジタル分野への労働移動の推進
デジタル等の成長分野への労働移動を進めるた

め、就職困難者を、デジタル等の成長分野の業務に
従事する労働者として雇い入れる事業主に対して高
額助成を行う「特定求職者雇用開発助成金（成長分
野等人材確保・育成コース）」について、周知・広
報を行い活用促進を図る。

（４）ハローワークの職業紹介業務のオンライン・デジタル化推進による求職者支援

課 題

社会全体のデジタル化を進めるためには、ハローワークの職業紹介業務においてもデジタル技術やデータを
活用し、利用者目線に立った業務運営を実施する必要がある。

あ今後の取組

① ハローワークシステム刷新により機能強化したハローワークイ
ンターネットサービスの利用促進を図るとともに、求職者及び求
人者にマイページ開設・活用を働きかけ、オンラインを活用した
サービスの充実を図る。

② 来所による支援が必要な求職者に対しては、職業相談窓口に積
極的に誘導し、担当者制の活用を含む課題解決支援サービスを提
供し、求人者に対しては、事業所訪問等の積極的なアプローチに
より、企業との信頼関係構築（顔の見える関係づくり）と、より
詳細な求人・事業所情報を収集し、ハローワークシステムを活用
した情報提供を行い、求人・求職者のマッチングの一層の推進を
図る。

③ 職業相談、就職支援セミナーの実施に当たって、オンライン化
の推進を図る。

④ job tag（職業情報提供サイト(日本版Ｏ-NET) )を活用するこ
とにより、職業情報・職業能力それぞれを「見える化」し、求職
者のニーズ・状況を踏まえ、求人との効果的なマッチングを図る。

⑤ SNS・HPを活用した情報発信を強化し、求職者・求人者をはじ
めとした様々な層に対して幅広くハローワークのサービスを周知
し、利用促進を図る。

⑥ 雇用保険の電子申請について、事業主の利便性向上のため、各
窓口において利用勧奨を行い、利用促進を図る。

新規求人件数のオンライン受理割合
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（５）人材不足分野におけるマッチング支援

課 題

あ今後の取組

労働供給制約に起因する人手不足の問題が顕在化しつつある状況の中、人材の有効活用という観点からも、
個々人がそれぞれの意欲と能力に応じて活躍するという観点からも、人手不足分野への再就職支援や地域を越え
た再就職支援、職種転換等により、意欲・能力を活かして活躍できる環境整備等を進めることが重要である。

① 医療・介護・保育分野等雇用吸収力の高
い分野のマッチング支援を強化するため、
ハローワークの「人材確保対策コーナー」
を中心に、関係団体等と連携した人材確保
支援の充実を図るとともに、「医療・福祉
分野充足促進プロジェクト」を推進し、潜
在求職者の積極的な掘り起こし、求人充足
に向けた条件緩和指導等により、重点的な
マッチング支援を実施する。

② 人材不足分野の仕事に関する基本的な内
容を説明するセミナーのほか、個別面談会、
職場見学会・体験会を積極的に開催し、
マッチングの促進を図る。

（６）地方公共団体との連携による就職促進の支援

課 題

あ今後の取組

雇用対策における国と地方公共団体との連携に関しては、国と地方公共団体がそれぞれの強みを発揮し、一体
となって雇用対策を進めることで住民サービスの更なる強化を図る必要がある。
これまでも地方公共団体との各種の連携事業を実施してきたところであるが、これまで以上に地域の雇用問題

への一体的な取組を進めるため、地方公共団体と雇用対策協定の締結の促進を図る必要がある。

① 地域の様々な課題や雇用失業情勢を踏まえ、
求職者・求人者の様々なニーズに対応した、雇
用機会の確保や人材育成、就職促進等の取組を
一体的に行い良質な雇用の実現のため、地方公
共団体等との連携による支援の強化を図る。

② 県及び県教育委員会と締結した「宮城県にお
ける雇用の安定と定住推進協定」による事業計
画に基づいた取組を実施し、国と県の施策の相
乗効果が発揮されるよう連携を図る。

③ 県内市町村と「雇用対策協定」の締結を更に
推進し、国と地方公共団体が一層連携して地域
の実情に応じた雇用対策を実施する。
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（７）改正職業安定法の施行及び民間人材サービス事業者への指導監督の徹底

課 題

あ今後の取組

Ⅱ 多様な人材の活躍促進
１.個々の態様に応じた就職支援等
（１）非正規雇用労働者等、新規学卒者等への就職支援

非正規雇用労働者等の早期再就職を支援するため、求職者の状況に応じたきめ細かな支援を行う必要がある。
また、新規学卒者等の雇用の安定のため、きめ細かな就労支援や定着支援、職場情報等の見える化を促進して
いく必要がある。

課 題

① 非正規雇用労働者等の早期再就職を支援するため、ハ
ローワークに就職支援ナビゲーターを配置し、担当者制に
より求職者の個々の状況に応じた体系的かつ計画的な一貫
した就職支援を推進する。

② フリーター等（35歳未満で正社員就職を希望する求職
者）を対象に、わかものハローワーク等に配置された就職
支援ナビゲーターの担当者制による就職プランの作成等の
就労支援、就職活動に必要な各種セミナーの開催、求職者
のニーズ、能力等に応じた個別求人開拓、就職後の定着支
援の実施等、きめ細かな個別支援を通じて正社員就職を支
援する。

③ 新規学卒者等を対象に、新卒応援ハローワーク等に配置
された就職支援ナビゲーターの担当者制によるきめ細かな
個別支援を実施するとともに、就職活動に際して多種多様
な困難を抱える者に対して、関係機関と連携した支援を強
化する。

④ 生活困窮者等に対する就労支援について、ハローワーク
が地方自治体と連携して生活保護受給者・生活困窮者等の
就労支援を実施し、就労による自立の促進を図る。

あ今後の取組

改正職業安定法を含む関係法令や制度の周知に努めるとともに、労働者派遣事業者や職業紹介事業者、募集情
報等提供事業者等の民間人材サービス事業者に対する指導監督を強化し、各事業の適正な事業運営を確保する。
併せて、労働者や求職者に対しても労働者派遣法を中心に労働関係法令の周知に取り組む必要がある。

① 労働者派遣事業者の適正な業務運営、特に、労働基準監督署との連携による同一労働同一賃金の履行確認
や、派遣労働者の雇用安定措置等の履行確保が図られるよう派遣元及び派遣先事業所に対して厳正な指導監
督を実施する。

② 職業紹介事業者に対しても、厳正な指導監督を実施し、改正職業安定法を含む関係法令の遵守による適正な
業務運営を確保する。

③ 募集情報等提供事業者については、関係機関からの情報提供を端緒とした指導監督を積極的に実施する。
④ 求職者に対する労働者派遣法と労働法のセミナーを実施し、制度や法令の周知を図る。

労働者派遣・職業紹介事業所数
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（２）就職氷河期世代の活躍支援

課 題

就職氷河期世代の抱える固有の課題（希望する職業とのギャップ、実社会での経験不足等）や今後の人材ニー
ズを踏まえつつ、個々人の状況に応じた支援により、就職氷河期世代の活躍の場を更に広げられるよう、具体的
な数値目標を立て、令和4年度までの3年間の集中取組期間に加え、令和5年度、6年度の2年間を「第２ステー
ジ」と位置付け、取り組む必要がある。※就職氷河期世代：概ね35歳以上55歳未満

あ今後の取組
みやぎＰＦ実施計画におけるＫＰＩ

HW紹介による正社員就職件数

KPI(R2～R4） 4,500件

実績(R2～R4.12） 5,201件

進捗率 115.6％

キャリアアップ助成金活用
による正社員転換数

KPI(R2～R4） 3,357件

実績(R2～R4.12） 2,677件

進捗率 79.7％

① 地方自治体や経済団体等の関係機関で構成する「みやぎ就職氷河
期世代活躍支援プラットフォーム」において、各機関の支援内容を
共有し、必要な人に必要な支援が届く体制を構築する。

② ハローワーク仙台に設置した「就職氷河期世代専門窓口」では、
チームによる就職から定着支援まで一貫した伴走型支援を実施し、
支援を行う。

③ 事業主への助成金（特定求職者雇用開発助成金）の支給により、
就職氷河期世代の方の正社員としての就職を推進する。また、安定
的な就職が困難な求職者に対し、一定期間試行雇用する事業主を助
成（トライアル雇用助成金）することにより、その適性や業務遂行
可能性の見極め等、求職者と求人者の相互理解を促進し、就職氷河
期世代の支援を実施する。

④ 就職氷河期世代も含め、就労に当たって課題を有する無業者の
方々に対し、地域若者サポートステーションにおいて、地方公共団
体の労働関係部局等の関係者とも連携しながら、職業的自立に向け
た継続的な支援を推進する。

（３）マザーズハローワーク等による子育て中の女性等に対する就職支援

課 題

あ今後の取組

少子・高齢化の急速な進展や団塊の世代の引退に伴い、人口減少過程に入る中、女性の労働市場への参加を促
進することが一層重要とされている。
女性が様々な領域で活躍できる環境を整備するとともに、出産、子育て等のライフサイクルの中で意欲と能力

を十分に発揮して再就職できるよう就職支援の強化が課題である。

① 子育てをしながら就職を希望する
女性等を対象としたハローワークの
専門窓口（マザーズハローワーク、
マザーズコーナー）において、個々
の求職者のニーズに応じたきめ細か
な就職支援を実施するとともに、地
域の子育て支援拠点や関係機関と密
接に連携してアウトリーチ型の支援
を強化する。

② 仕事と家庭の両立ができる求人の
確保等を推進する。

③ ＳＮＳ等を活用した情報発信を強
化するとともに、自宅でも求職活動
ができるようオンラインでの就職支
援サービスを実施する。
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（４）高齢者の就労・社会参加の促進

少子高齢化が進行し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持・向上させるためには、年齢にかかわりな
く能力・経験を十分に発揮し、活躍できる社会を実現することが重要である。このため、事業主において65 歳
までの雇用確保措置が確実に講じられるよう取り組むことが必要である。また、令和３年に施行された高年齢
者等の雇用の安定等に関する法律の改正により、65歳から70歳までの就業確保措置を講じることが事業主の努
力義務となったことから、事業主の取組の促進を図ることが重要である。更に、高齢者雇用に積極的に取り組
む企業への支援や、65歳を超えても働くことを希望する高年齢求職者に対する再就職支援等が必要である。

課 題

あ今後の取組

① 70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備や高年齢労働者の処遇改善を行う企
業への支援
様々な機会を捉えて、65歳を超える定年引上げや継続雇用制度の導入等に向けた

意識啓発等を図るほか、60歳から64歳までの高年齢労働者の処遇改善を行う企業へ
の支援（高年齢労働者処遇改善促進助成金）を実施する。

② ハローワークにおける生涯現役支援窓口等のマッチング支援
県内５か所のハローワークに設置する「生涯現役支援窓口」において、高齢者の

ニーズ等を踏まえた職業生活の再設計に係る支援や支援チームによる効果的なマッ
チング支援を行うとともに、公益財団法人産業雇用安定センターにおいて実施して
いる高年齢退職予定者のキャリア情報等を登録し、希望する企業に対して紹介する
「高年齢退職予定者キャリア人材バンク事業」についての周知を図る等、効果的な
連携を行う。

③ 高齢者の特性に配慮した安全衛生対策を行う企業への支援
高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境の実現に向けた「高年齢労働者の

安全と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）及び
中小企業による高年齢労働者の安全・健康確保措置を支援するための補助金（エイ
ジフレンドリー補助金）の周知を図る。

④ シルバー人材センター等の地域における多様な就業機会の確保
シルバー人材センターが提供可能な就業情報を定期的に把握し、臨時的かつ短期的

又は軽易な就業を希望する高齢者には、シルバー人材センターへの誘導を行う。
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資料出所：高年齢者雇用状況報告集計

高年齢者雇用確保措置の実施状況
（宮城県内の企業規模21人以上）
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（５）障害者の就労促進

多様な就労ニーズへの対応や、雇用の質の向上を目指す観点から、改正障害者雇用促進法の施行を着実に図
るとともに、障害者の雇入れ支援等の強化に取り組む必要がある。

課 題

① 中小企業を始めとした障害者の雇入れ支援等
ハローワークと地域の関係機関が連携し、障害者の雇

用経験や雇用ノウハウが不足している障害者雇用ゼロ企
業等に対して、一貫したチーム支援等を実施し障害者の
雇入れ支援等の強化を図る。

② 精神障害者、発達障害者、難病患者等の多様な障害特
性に対応した就労支援
精神障害者、発達障害者、難病患者である求職者につ

いてハローワークに専門の担当者を配置する等多様な障
害特性に対応した就労支援を推進する。

③ 公務部門における障害者の雇用促進・定着支援
公務部門において雇用される障害者の雇用促進・定着

支援を引き続き推進するため、ハローワークによる障害
特性に応じた個別支援、障害に対する理解促進のための
公務部門向けのセミナー等を実施する。

④ 「もにす認定」制度の周知・認定企業数の増加
障害者雇用の促進や安定に関する取組等の優良な中小

企業を認定し、地域の障害者雇用をより一層推進する
「もにす認定」制度について、周知を図るとともに、県
内の認定企業数を増加する。

⑤ 改正障害者雇用促進法の円滑な施行
法改正の趣旨を踏まえ、事業主がキャリア形成の支援

を含む適正な雇用管理に一層取り組むよう、雇用の質の
向上に向けた事業主への助言・指導を積極的に行う。

あ今後の取組
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（６）外国人労働者等に対する支援

課 題

あ今後の取組

外国人労働者が、安心して働き、その能力を十分に発揮する環境を確保するため、支援体制の整備を推進する
必要がある。今後、様々な在留資格の外国人労働者の増加が見込まれる中で、外国人労働者の雇用管理のための
事業主への指導、相談支援等がより一層重要となる。また、ウクライナ避難民や増加が見込まれる留学生等への
就職支援についても引き続き取り組んでいく必要がある。

外国人雇用事業所数及び外国人労働者数

資料出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（各年10月末現在）
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（７）治療と仕事の両立支援に関する取組の促進

課 題

あ今後の取組

疾病を抱える労働者が治療を行いながら仕事を継続することができるよう、平成29年３月に決定された働き
方改革実行計画に基づき、企業の意識改革や企業と医療機関の連携強化、労働者の疾病の治療と仕事の両立を社
会的にサポートする仕組みの整備等に着実に取り組む必要がある。
また、がん等の疾病により、長期にわたる治療を受けながら就労を希望する者に対する支援が社会的課題と

なってきていること等も踏まえ、がん患者等に対する就労支援を推進する必要がある。

① ガイドライン等の周知啓発
宮城産業保健総合支援センター等と連携して、あら

ゆる機会を捉え、平成31年３月に改訂した「事業場
における治療と仕事の両立支援のためのガイドライ
ン」及び「企業・医療機関連携マニュアル」を周知す
る。また、治療と仕事の両立支援に取り組む企業に対
する助成金制度（治療と仕事の両立支援助成金）につ
いて、周知や利用勧奨を行う。

② 地域両立支援推進チームの運営
宮城県地域両立支援推進チームが策定した取組に関

する目標及び計画に基づき、関係機関の取組を相互に
周知協力する等しながら、県内の両立支援に係る取組
の効果的な連携と一層の促進を図る。

③ ハローワークとがん診療連携拠点病院等が連携し、
がん患者等に対する就労支援を引き続き実施する。
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元データ：地域がん登録によるがん生存率データ

① 外国人求職者等に対する就職支援
留学生に対しては、留学早期の意識啓発からマッチング、就

職後の定着に至るまで段階に応じた支援を実施する。また、定
住外国人等に対して、早期再就職支援及び安定的な就労の確保
に向けた支援を実施する。 ウクライナ避難民については、就
労を希望する場合は、関係機関と連携してきめ細やかな支援を
実施する。

② ハローワークにおける多言語相談支援体制の整備
職業相談窓口に通訳員を配置するとともに、多言語音声翻訳

機器等の活用や多言語による情報発信等により、外国人求職者
に対する相談支援体制の整備を図る。

③ 外国人労働者の適正な雇用管理に関する助言・援助等の実施、
企業の雇用管理改善への支援
事業所訪問等による雇用管理状況の確認及び改善のための助

言・援助等を行うとともに、雇用維持のための相談・支援を実
施する。

④ 外国人労働者の労働条件等の相談・支援体制の整備
外国人労働者に係る労働相談体制の整備を図るとともに、外

国人労働者が容易に理解できる労働安全衛生に関する視聴覚教
材等の周知により、労働災害防止対策を推進する。

⑤ 外国人雇用実態調査の実施
令和５年度から新設する外国人雇用実態調査について、外国

人労働者問題啓発月間や外国人雇用管理セミナー、雇用管理指
導の場等を活用し、広く周知を図るとともに、調査への協力依
頼を行う。



２.女性活躍・男性の育児休業取得の推進等
（１）女性活躍推進法及び男女雇用機会均等法の履行確保

女性の活躍をより一層推進し、誰もが働きやすい就業環境を整備するため、女性活躍推進法及び男女雇用機
会均等法の履行確保を図る。特に、宮城県における男性一般労働者の賃金を100％とした場合、女性一般労働
者は75.3％（令和3年6月現在）と男女間賃金格差があることから、男女の賃金の差異の情報公表を契機とした
女性活躍推進の取組を促す必要がある。

課 題

① 令和4年7月8日に施行された女性活躍推進法に
基づく改正省令により、常用労働者数301人以上
の事業主に新たに義務付けられた「男女の賃金の
差異にかかる情報公表」について、報告徴収等の
実施により着実に履行確保を図る。
また、差異の要因分析と情報公表を契機とした

雇用管理改善及びより一層の女性活躍推進に向け
た取組を促すほか、「女性の活躍推進企業データ
ベース」の活用を勧奨する。

② 男女の募集・採用、配置・昇進、教育訓練等に
おける均等取扱いについて、報告徴収の実施等に
より男女雇用機会均等法の履行確保を図る。
また、同法に基づく新型コロナウイルス感染症

に関する母性健康管理措置が適切に講じられるよ
う、事業主への周知、助成金の支給等を行う。

あ今後の取組

平成27年 平成30年 令和3年

男性(県) 307.9 310.6 307.2

女性(県) 227.5 225.6 231.3

男女間格差(県) 73.9 72.6 75.3

男女間格差(全国) 72.2 73.3 75.2
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資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

一般労働者の所定内給与額と男女間の賃金格差

（２）男性が育児休業を取得しやすい環境の整備に向けた企業の取組支援

少子高齢化が急速に進展する中で、出産、育児等による労働者の離職を防ぎ、全ての労働者が仕事と家庭を両
立しながらキャリア形成を進められるよう、仕事と家庭の両立支援の取組を促進する必要がある。宮城県の男性の
育児休業取得率は令和3年度において14.6％と上昇しているものの、女性と比較すると低い水準であることから、
男性の育児に資する制度について、あらゆる機会を捉えて周知を行う必要がある。

課 題

① 育児・介護休業法の周知及び履行確保
令和5年4月1日より施行される1,000人超企業を対象

とした育児休業等取得状況の公表の義務化について、着
実な履行確保を図るとともに、育児・介護休業法に基づ
く両立支援制度について労働者が円滑に利用できるよう
周知徹底を図る。
あわせて、労働者の権利侵害が疑われる事案や育児休

業の取得等を理由とする不利益取扱いが疑われる事案を
把握した場合は、事業主に対する適切な報告徴収・是正
指導等を行う。

② 男女とも仕事と育児を両立しやすい環境の整備に向け
た企業の取組支援
産後パパ育休制度のほか、「パパ・ママ育休プラス」や

「育児目的休暇」等の男性の育児に資する制度について、
あらゆる機会を捉えて周知を行うほか、両立支援等助成
金の活用を図る。
また、次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみ

ん」「プラチナくるみん」「トライくるみん」「くるみ
んプラス」の認定基準について広く周知するとともに、
認定の取得促進に向けた働きかけを行う。

あ今後の取組

育児休業取得率の推移 県（全国）

年度 女性 男性

平成29年度 93.5%(83.2％) 3.6％(5.14％)

令和元年度 77.3％(83.0％) 5.0％(7.48％)

令和３年度 92.9%(85.1%) 14.6％(13.97%)

男性の育児休業取得期間 全国

5日未満
5日～

2週間未満
2週間～

1か月未満

平成30年度 36.3% 35.1% 9.6%

令和３年度 25.0% 26.5% 13.2%

資料出所
宮城県育休取得率：宮城県「労働実態調査」
全国育休取得率・男性育休取得期間：厚生労働省

「雇用均等基本調査」
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（３）不妊治療と仕事との両立支援

不妊治療と仕事の両立支援については、不妊治療を継続するに当たっての様々な支障を軽減するため、事業
主による職場環境整備の推進を支援する施策についての周知を図る必要がある。

課 題

あ今後の取組

Ⅲ 誰もが働きやすい職場づくり
１.公正な待遇を確保した職場環境の整備

令和３年４月１日よりパートタイム・有期雇用労働法が中小企業を含め全面適用されており、引き続き同一
労働同一賃金等雇用形態に関わらない公正な待遇の確保に向けて、非正規雇用労働者の処遇改善や正社員転換
を強力に推し進めていく必要がある。

課 題

① パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告
徴収を労働基準監督署との連携を図る等の様々
な端緒から実施することにより、法の着実な履
行確保を図る。

➁ 働き方改革推進支援センターによるワンス
トップ相談窓口において、労務管理等の専門家
による、業界別同一労働同一賃金マニュアル等
を活用した窓口相談やコンサルティング、セミ
ナーの実施等に加え、業種別団体等に対する支
援を実施する等きめ細かな支援を行う。

③ 非正規雇用労働者の正社員化（紹介予定派遣
を通じた正社員化を含む）や処遇改善に取り組
んだ事業主に対して、キャリアアップ助成金に
よる支援を行う。

あ今後の取組
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資料出所：厚生労働省 令和３年「賃金構造基本統計調査」

雇用形態、年齢階級別にみた賃金

全国
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65.80%

34.20%

不妊治療と仕事との

両立支援制度の有無

取り組んでいない 取り組んでいる

・所定外労働の制限の制度
・時差出勤
・短時間勤務制度
・特別休暇制度（不妊治療
にも利用可能なもの）
・時間単位で取得可能な年
次有給休暇制度）

不妊治療と仕事との両立支援の取組内容

① 令和4年度に創設された不妊治療と仕事との両
立支援に関する認定制度「くるみんプラス」制度
の周知及び認定の取得促進に向けた働きかけを行
う。

② 中小企業事業主に対し、不妊治療のために利用
できる特別休暇制度を導入した場合に支給する働
き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促
進支援コース）及び職場環境整備に取り組み、不
妊治療のために利用可能な休暇制度等を労働者に
利用させた場合に支給する両立支援等助成金（不
妊治療両立支援コース）の活用を促す。

③ 「不妊治療を受けながら働き続けられる職場づ
くりのためのマニュアル」や「不妊治療と仕事の
両立サポートハンドブック」等の周知を行い、ま
た、県が設置している不妊専門相談センターから
紹介を受けた労働者の相談に対応し、その要望等
を踏まえた上で、事業主に対して、不妊治療を受
けやすい職場環境整備の働きかけを行う。

資料出所：厚生労働省 令和３年度「雇用均等基本調査」



フリーランサーが安心して働ける環境を整備するため、「フリーランスとして安心して働ける環境を整備す
るためのガイドライン」 (令和3年3月策定)及び相談窓口の周知を図る必要がある。

課 題

あ今後の取組

14

２.柔軟な働き方がしやすい環境整備
（１）テレワークの導入・定着促進

コロナ禍の下、「新しい働き方」として広がったテレワークについては、コロナ終息後においても新しい働き
方として定着させていくため、使用者の適正な労務管理の下で、その導入・実施を進めていくことが必要である。
令和3年３月に改定された「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」の周知及びテレ

ワーク導入する企業等に対し、テレワーク相談センターの紹介、中小企業事業主に対しては「人材確保等支援助
成金（テレワークコース）」の周知等の取組を通して、テレワークの定着促進を図る必要がある。

課 題

① テレワークについて、適正な労務管理の下で安
心して働くことができるテレワークの導入・定着
促進を図るため、説明会等様々な機会を捉え、
「テレワークの適切な導入及び実施の推進のため
のガイドライン」の周知を行うとともに、「人材
確保等支援助成金（テレワークコース）」の周知
を図っていく。

② テレワークの導入や働き方の見直しについて相
談があった企業等に対し、厚生労働省が総務省と
連携して設置している、テレワークに関する労務
管理とICT（情報通信技術）活用の双方について
ワンストップで相談できる窓口（テレワーク相談
センター）の紹介や、同センターで開催するセミ
ナー、テレワークに関する様々な情報を得るため
の「テレワーク総合ポータルサイト」の周知等を
行う。

あ今後の取組
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資料出所：宮城県 令和3年「労働実態調査」

① フリーランスの相談窓口である総合労働相談
コーナーにおいては、フリーランサーから発注者
等との契約等のトラブルについて相談があった際
には、「フリーランスとして安心して働ける環境
を整備するためのガイドライン」に基づき適切に
対応するとともに、「フリーランス・トラブル
110番」を紹介する。

➁ また、相談内容から労働基準法等の法律に違反
する疑いがある場合は、労働局又は労働基準監督
署の担当部署に取次ぎを行う。

（２）フリーランスと発注者との契約のトラブル等に関する相談支援



４.安全で健康に働くことができる環境づくり
（１)－１長時間労働の抑制（働き方・休み方改善支援）

中小企業・小規模事業者等が生産性を高めつつ労働時間の短縮等に向けた具体的な取組を行い、働き方改革
を実現できるよう、中小企業・小規模事業者等に寄り添った相談・支援を行う必要がある。
また、多様な働き方が広がる中、ワーク・ライフ・バランスを推進するため、最低基準である労働基準法等

の履行確保を図ることに加え、労使の自主的な取組を促進させる必要がある。

① 中小企業・小規模事業者等の支援
働き方改革推進支援助成金の活用、働き方・休

み方改善コンサルタントによる専門的な助言・指
導、「働き方改革推進支援センター」による窓口
相談やコンサルティング、セミナーの実施等きめ
細かな支援を行う。

② 勤務間インターバル制度の導入促進
導入マニュアルや働き方改革推進支援助成金を

活用して、長時間労働が懸念される企業等への導
入促進を図る。

③ 年次有給休暇取得促進
年次有給休暇の時季指定義務(５日間)の周知徹

底や、時間単位年次有給休暇の導入促進を行うと
ともに、10月の「年次有給休暇取得促進期間」や、
年次有給休暇を取得しやすい時季(GW・年末年始
等) に集中的な広報を行う。
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課 題
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資料出所：就労条件総合調査(特別集計)を基に厚生労働省
雇用環境・均等局等が作成

職場におけるハラスメントは労働者の尊厳を傷つける、あってはならないことであり、働く人の能力発揮の妨
げになる。県内においては、ハラスメント防止に関する方針の明確化や防止措置を規定する企業が8割程度にと
どまっていることから、労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に基づくハラスメント
防止措置義務の履行確保を徹底する等、職場におけるハラスメント対策を総合的に推進する必要がある。

課 題

① 職場におけるハラスメント等に関する雇用管理上
の防止措置義務の履行確保
職場におけるハラスメント防止措置を講じていな

い事業主に対し、厳正な指導を実施する等により法
の履行確保を図る。また、適切なハラスメント防止
措置が講じられるよう、ウェブサイト「あかるい職
場応援団」等の各種ツールについて周知を図る。

② 就職活動中の学生等に対するハラスメント対策等
の推進
就職活動中の学生等に対するハラスメントについ

て、事業主に対して、ハラスメント防止指針に基づ
く「望ましい取組」の周知徹底を図る。
学生等に対しては、大学等への出前講座等の機会

に相談先等を記載したリーフレットを活用して周知
を図り、学生等が一人で悩むことがないよう支援等
を行う。
また、カスタマーハラスメントの防止対策を推進

するため、カスタマーハラスメント対策企業マニュ
アル等を活用して、企業の取組を促す。

あ今後の取組

0 20 40 60 80 100

研修等の実施

相談窓口の設置

防止措置の規定

方針の明確化等

ハラスメント防止対策

セクハラ マタハラ パワハラ

調査対象：511社

資料出所：宮城県 令和3年度「労働実態調査」

(％)

３. 総合的なハラスメント対策の推進



（１)－２長時間労働の抑制（過重労働の防止）

16

長時間労働は労働者の健康に悪影響を与え、過労死等につながるだけでなく、仕事と家庭生活の両立を困難に
している原因となっている。長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果でも、違法な時間外労働が認め
られた事業場のうち約４割で時間外労働の実績が80時間を超え、過重労働による健康障害を引き起こしかねな
い実態が認められる。このため、改正労働基準法等の着実な履行確保を図ることが必要である。さらに自動車運
転者、建設業等の時間外労働の上限規制の適用が迫るなか、円滑な履行確保に向けた支援が重要である。

違法な時間外労働が認められた事業場において最
も時間外労働の実績が長い労働者の実績の状況

（令和4年の監督実績による：237事業場）
月200時間超 1件 (0.4%)

月150超～200時間未

満 11件 (4.6%)

月100超～150時間

未満 49件 (20.7%)

月80超～100時間未

満 34件 (14.3%)

月80時間以下

142件 (59.9%)

➢ 令和4年（令和4年1月～令和4年
12月）において、長時間労働が疑
われる437事業場に対して監督指
導を実施した。

➢ この437事業場のうち、237事業場
（約54％）において、違法な時間
外労働が認められた。

➢ また、これら237事業場のうち、
最も時間外労働の実績が長い労働
者の実績が、80時間を超えていた
事業場数は、95事業場（約40％）
に及んだ。

① 長時間労働の抑制に向けた監督指導等
ア 長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害を防止するため、各種情報から時間外・休日労働時間数
が１か月あたり80時間を超えていると考えられる事業場及び長時間労働にわたる過重な労働による過労
死等に係る労災請求が行われた事業場に対する監督指導を引き続き実施する。

イ 過労死等防止対策推進法に基づく、11月の過労死等防止啓発月間において、各団体と連携し、「過労死
等防止対策推進シンポジウム」を開催する等過労死等防止に向けた周知・啓発を図る。
また、この際展開される「過重労働解消キャンペーン」の期間中、過重労働解消のための無料の電話相談、

長時間労働等が疑われる事業場に対する重点的な監督指導を実施することに加え、長時間労働の解消等働
き方改革に積極的に取り組む企業を局長がベストプラクティス企業として訪問し、地域に向けて広く発信
し過労死等防止等について機運の醸成を図る。

② 自動車運送業、建設業、医師等における勤務環境の改善
令和6年4月から時間外労働の上限規制が適用される自動車運転者、建設業、医師等に対して円滑な履行

へ向けて、長時間労働の是正、人材の確保に向けた情報提供を行うとともに、労働時間制度等に係る説明会
を実施する。また、中小企業に対し、労働基準監督署の相談・支援班による訪問、説明会の開催により改正
労働基準法の周知に関するきめ細かな支援等を実施する。なお、トラック運送業については、労働基準監督
署において発・着荷主等に対し、荷待ち時間の改善等の配慮を「要請」する等の取組を実施する。

③ 長時間労働につながる取引環境の見直し
11月の「過労死等防止啓発月間」に併せて実施される「しわ寄せ防止キャンペーン月間」において、引

き続き「大企業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者への『しわ寄せ』防止のための総合対策」
に基づき、関係省庁と連携を図りつつ、「過重労働解消キャンペーン」とともに使用者団体等に対して集中
的な周知啓発を実施する。
また、働き方改革の推進に向けた中小企業における労働条件の確保・改善のため、監督指導の結果、下請

中小企業等の労働基準関係法令等違反の背景に、親事業者等の下請代金支払遅延等防止法等の違反が疑われ
る場合には、その通報趣旨を丁寧に説明の上、中小企業庁、公正取引委員会及び国土交通省に確実に通報す
る。
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1,830 1,831 1,836 
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1,778 
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1,788 
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1,734 
1,678 

1,764 

平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 令和2 令和3

年間労働時間

総実労働時間（県） 総実労働時間（全国）

あ今後の取組

課 題

※資料出所：毎月勤労統計



（２）労働条件の確保・改善対策

③ 特定分野における労働条件確保改善対策
外国人労働者、自動車運転者、障害者である労働者及び介護労働者の法定労働条件の履行確保に当たっては、

それぞれの関係団体や関係行政機関と連携の下労働基準関係法令の遵守の徹底を図る。そのなかでも、技能実習
生について、労働基準関係法令違反の疑いがある事業場に対して確実に監督指導を実施し、重大・悪質な労働基
準関係法令違反事案に対しては、司法処分を含め厳正に対処する。また、出入国在留管理機関及び外国人技能実
習機構との相互通報制度を確実に運用する。特に、技能実習生等に係る強制労働等が疑われる事案については、
人身取引の可能性が疑われることから、外国人技能実習機構との合同監督・調査や関係機関との連携を着実に実
施し、悪質な労働基準関係法令違反が認められるもの等については司法処分を含め厳正に対処する。

④ 「労災かくし」の排除に係る対策の一層の推進
「労災かくし」の排除に期すため、引き続き労災補償担当部署と監督・安全衛生部署間で連携を図りつつ、事

案の把握及び調査を行い、「労災かくし」が明らかになった場合には司法処分を含め厳正に対処する。
⑤ 各種権限の公正かつ斉一的な行使及び丁寧な指導

地方労働基準監察監督官制度の的確な運用等により、行政指導の適正な実施とその水準の維持・向上を図ると
ともに、監督権限を始めとする各種権限の公正かつ斉一的な行使を確保する。
また、監督指導において法違反が認められた場合には、事業主にその内容や是正の必要性を分かりやすく説明

することにより、事業主による自主的な改善を促すとともに、きめ細かな情報提供や具体的な是正・改善に向け
た取組方法を助言する等、丁寧かつ具体的に対応する。特に、中小企業の事業場への監督指導に当たっては、中
小企業における労働時間の動向、人材確保の状況、取引の実態その他の事情を十分に聴いた上で、その事情を踏
まえて丁寧に対応する。

⑥ 労働基準行政における当面の賃金引上げに係る対策
「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、最低賃金・賃金支払の徹

底と賃金引上げに向けた環境整備等の取組を行う。

① 法定労働条件の確保等
基本的労働条件の枠組み及び管理体制の確立を図ら

せるため、監督指導時や窓口への各種届出時等に丁寧
な指導を継続するほか、解雇、賃金不払等に関し労働
基準関係法令上問題のある申告事案については、その
早期解決を図るとともに、重大・悪質な事案に対して
は司法処分も含め厳正に対処する。また、監督指導時
に労働時間管理が適切に行われているか確認し、賃金
不払残業が認められた際には、その是正を指導する。

② 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた企業に
対する適切な労務管理に関する啓発指導等の実施
新型コロナウイルス感染症の影響による大量整理解

雇等に関する情報収集及び関係部局間での情報共有に
努め、適切な労務管理がなされるよう啓発指導を実施
する。
また、新型コロナウイルス感染症の影響による企業

倒産に伴い賃金の支払を受けられないまま退職した労
働者の救済を図るため、未払賃金立替払制度を迅速か
つ適正に運用する。

事業場における基本的な労働条件の枠組み及び管理体制の確立を図らせ、定着させることは働き方改革を推進
するうえで不可欠である。特に、法令に関する知識や労務管理体制が必ずしも十分ではない中小企業に対しては、
自主的な改善を図らせることが必要となる。
また、新型コロナウイルス感染症の影響による事業縮小等により、多くの労働者が関係法令に則らない解雇等を

受けることが懸念され、早期に情報を把握し適切な労務管理を行わせることが重要である。

課 題

あ今後の取組

1,486 

2,325 
1,737 

2,208 2,459 

71.3 65.5 
64.8 64.5 61.0 

0%

25%

50%

75%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

30年 元年 ２年 ３年 ４年

定期監督実施件数 違反率（％）

定期監督実施状況

817 797
666

493
464

72.6

74.1

68.2

76.7

73.4

60

65

70

75

80

0
100
200
300
400
500
600
700
800

30年 元年 ２年 ３年 ４年
件数 違反率

4

9 8
11

5

3

5
3

2

0

7

14

11
13

5

0

5

10

15

30年 元年 ２年 ３年 ４年

安衛法違反 労基法違反

送致件数申告処理状況

（右軸）（左軸）

（右軸）（左軸）

17



（３）14次防を踏まえた労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備

18

労働者一人ひとりが安全で健康に働くことができる職場環境の実現のため、令和５年度を初年度とする第14
次労働災害防止計画にも定められている自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発や労働者の作業行動
に起因する労働災害、高年齢労働者等の労働災害及び業種別の労働災害防止対策を推進するとともに、個人事
業者等に対する安全衛生対策の推進や労働者の健康確保対策及び化学物質等による健康障害防止対策等にも取
り組んでいく必要がある。

課 題

① 事業者が自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発等
事業者が安全衛生対策に取り組むことが、労働災害防止のみならず、経営や

人材確保・育成の観点からもプラスとなることについて、周知啓発を図る。
労働災害を防止し、労働者が健康で安全に働くことができる職場環境づくり

を促進するため、令和元年に策定したロゴマーク「SafeworKゼロ災MIYAGI」
の利用・活用を図る。

② 労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進
第三次産業を中心に増加傾向にある転倒災害等について、令和４年度に小売業及び介護施設のそれぞれを

対象として設置した「SafeworK推進協議会」を核として、企業における自主的な安全衛生活動の導入を支
援する取組等を推進する。

③ 高年齢労働者、外国人労働者等の労働災害防止対策の推進
ア 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）」及び中
小企業による高年齢労働者の安全・健康確保措置を支援するための補助金（エイジフレンドリー補助金）
の周知を図る。

イ 外国人労働者に対する効果的な安全衛生教育の実施を促進する。
④ 個人事業業者等に対する安全衛生対策の推進

個人事業者等についても労働者と同等の保護措置を講
じることを義務付ける改正省令について、周知・啓発等
を図る。

⑤ 業種別の労働災害防止対策の推進
ア 陸上貨物運送事業について、荷役作業に係る労働災害
防止対策を促進する。

イ 建設業について、墜落・転落災害防止対策を促進する。
ウ 製造業について、機械災害防止対策を促進する。
エ 林業について、伐採作業に係る労働災害防止対策を促
進する。

⑥ 労働者の健康確保対策の推進
ア メンタルヘルス対策及び過重労働対策等

長時間労働やメンタルヘルス不調等による健康障
害を防止するため、労働者の健康確保の取組が適切に
実施されるよう指導等を行う。
「事業場における労働者の健康保持増進のための指

針」（THP指針）に基づく取組を促進するとともに、
エイジフレンドリー補助金、医療保険者から定期健康
診断の記録の写しの提出を求められた場合は、その
記録の写しを提供することが義務付けられていること
を周知する。

イ 産業保健活動の推進
宮城産業保健総合支援センター等と連携して、中小

企業・小規模事業者の産業保健活動を支援する。
宮城地域両立支援推進チームを通じて、治療と仕事

の両立支援に関する取組を促進する。
⑦ 新たな化学物質規制の周知、石綿ばく露防止対策の徹底

ア 新たな化学物質規制の円滑な実施を促進するとともに、
リスクアセスメントが適切に実施されるよう丁寧な指
導を行う。

イ 建築物の解体作業等に従事する労働者の石綿ばく露
を防止するため、法令に基づく措置の履行確保を図る
とともに、石綿事前調査結果報告システムによる事前
調査結果の報告等の周知を図る。

あ今後の取組

資料出所：労働者死傷病報告（令和４年は速報値）
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（４）労災保険給付の迅速・公正な処理

労災保険給付の請求については、標準処理期間内に完結する迅速な事務処理を行うとともに、認定基準等に
基づいた公正な認定に万全を期する。

課 題

特に社会的関心が高い過労死等事案をはじめと

する複雑困難事案は、認定基準等に基づき、迅速・
公正な事務処理を一層推進する。
業務に起因して新型コロナウイルス感染症に感染

したものであると認められる場合には、その罹患後
症状も含め、労災保険給付の対象となること等につ
いて周知を行う。
労災保険の窓口業務については、引き続き、相談

者等に対する丁寧な説明や請求人に対する処理状況
の連絡等の実施を徹底する。
また、建設アスベスト給付金制度の周知啓発を図

るとともに、懇切丁寧な相談支援を行う。

あ今後の取組

※各表においてR４年度は12月末現在の状況
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（2）
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（9）

（12）

（５）職場における感染防止対策等の推進

新型コロナウイルス感染症は依然として感染拡大を繰り返しており、引き続き、職場における感染防止対策
に取り組む必要がある。

課 題

県内の感染拡大状況等を踏まえ、関係機関や団体
とも連携しながら、政府が発表する最新情報や基本
的な感染防止対策の徹底等についての周知・啓発に
取り組む。
労働局に設置している「職場における新型コロナ

ウイルス感染拡大防止対策相談コーナー」や各労働
基準監督署に寄せられる労使等からの職場における
新型コロナウイルス感染拡大防止に係る相談等に丁
寧に対応するとともに、「取組の５つのポイント」
や「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大
を防止するためのチェックリスト」等を活用した職
場における感染拡大防止対策について取組を推進す
る。また、業務に起因して新型コロナウイルス感染
症に感染したものであると認められる場合には、労
災保険給付の対象となること等について積極的に周
知を行う。

あ今後の取組
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資料出所：労働者死傷病報告（令和４年は速報値）
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５.最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等の推進
（１）最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等に取り組む企業への支援
（２）最低賃金制度の適切な周知・履行確保

課 題

あ今後の取組

① 賃金の引上げに向けた生産性向上等に取
り組む企業への支援
ア 賃金の引上げには、特に中小企業・小規
模事業者の生産性向上が不可欠であり、業
務改善助成金の拡充により、業務改善や生
産性向上に係る企業のニーズに応え、賃金
引上げを支援する。

イ 「働き方改革推進支援センター」によ
るワンストップ相談窓口において、生産性
向上等に取り組む事業者等に対して支援を
行う。

② 最低賃金の周知・履行確保
最低賃金額の改定等については、使用者

団体、労働者団体及び地方公共団体等の協力
を得て、使用者・労働者等に周知徹底を図る
とともに、最低賃金の履行確保上問題がある
と考えられる業種等を重点とした監督指導を
行う。

最低賃金については、「経済財政運営と改革の基本方針2022」(令和４年６月７日閣議決定)においても、よ
り早期に全国加重平均1,000円とすることを目指すとされており、生産性向上等に取り組む中小企業・小規模事
業者への支援強化、下請取引の適正化、金融支援等、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境の整備に一
層取り組むことが不可欠である。
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６. 個別労働関係紛争の早期解決の促進

労働相談件数は依然として高止まりの状況であり、その内容は各種ハラスメント、自己都合退職、解雇等多
岐にわたり、相談内容も複雑困難化している。この現状に対応するため、宮城労働局管内7か所に設置された総
合労働相談コーナーでは、あらゆる労働問題を受け付け、適切な関係機関窓口への取次や情報提供を行い、内
容に応じて助言・指導及び紛争調整委員会によるあっせんを教示する等、「ワンストップ・サービス」の機能
を維持するとともに、より一層の利用を促進する必要がある。

① 個別労働紛争解決促進法に基づく助言・指導に
ついては、相談者の意向及び紛争の実情を踏まえ、
積極的に実施するとともに、宮城紛争調整委員会
によるあっせんについては、ウィズコロナ時代に
即したリモートあっせん活用の利用促進を図る。

➁ 労働相談への的確な対応や個別労働紛争関係の
円滑かつ迅速な解決を図るため、関係機関で構成
される「労働相談・個別労働紛争解決援助制度関
係機関連絡協議会」開催により、連携強化を図る。

③ 総合労働相談員に対して効果的な研修及び業務
指導を実施し、資質の向上を図っていく。

④ 周知・広報については、市町村訪問による制度
説明とHPへの掲載、「アルバイトの労働条件を
確かめよう！」キャンペーンを実施する。

過去３年間における個別労働関係紛争相談内訳(県内)

課 題

あ今後の取組

(右軸)


